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病院医師・
医療従事者の
働き方改革の進め方
働き方改革が進む中で、病院でも労働時間の上限規制が強化されることとなりました。
勤務医師については2024年まで上限規制の適用が猶予されることとなっていますが、それまでの5年間を単なる
猶予期間としてではなく、医師の労働時間を確実に抑えるための準備期間として捉えることがカギとなります。
本セミナーでは、病院における医師の労働時間の把握方法、特に自己研鑽や宿日直の実情を解説したうえで、医師の
労働時間縮減策の進め方を中心に、病院における医師・医療従事者の働き方改革を進めるために、今、行うべきことを
解説いたします。病院関係者の皆さま、是非ご参加ください！

第1部 待ったなし！医療現場の働き方改革
講 師 社会保険労務士（元労働基準監督官）　河合　智則氏

第2部 働き方改革、まずは現状を知ることから
講 師 公益財団法人労災保険情報センター　理事長　山口　直人氏
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9/12（木）　「病院医師・医療従事者の働き方改革の進め方」　申込書

講 師

ホームページより簡単にお申込みいただけます。是非ご利用ください！
お申込みはこちら ▼  https://bp.resona-gr.co.jp/public/application/add/198

※本セミナー参加申込にかかる個人情報等は、主催者および共催者の間で共有させていただきます。
　また、本申込に記載された個人情報等は、本セミナーの運営の他、主催者および共催者からのご案内に利用させていただきます。
　なお、各社の利用目的の全文など個人情報の取扱いについては、各社のホームページをご覧ください。
　りそなホールディングスホームページ https://www.resona-gr.co.jp/holdings/other/privacy/index.html
　労災保険情報センター https://www.rousai-ric.or.jp/tabid/546/Default.aspx

※りそなグループおよび講師と同業の方は、参加をお断りする場合がございます。
※定員を超えた場合は、当社よりお電話でご連絡いたします。
※受講票は発行いたしません。セミナー当日は受付にてお名刺を頂戴いたします。

03-3699-6629･6729　りそな総合研究所行FAX

個人情報等の取扱いに関して「私は上記の事項を確認、同意の上、申込みをします」

下記ご記入の上、このままＦＡＸでお送りください
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ビジネスプラザとうきょう

河合　智則（かわい　とものり）氏
公益財団法人労災保険情報センター
特別顧問／社会保険労務士

昭和53年労働省（現厚労省）に労働基準監督官として入省し、
主任中央労働基準監察監督官、補償課長、東日本大震災後に
福島労働局長を経て、広島労働局長を最後に退官。退官後は
（公財）労災保険情報センターで事務局長を務めた後に令和元
年７月より同センター特別顧問。現在に至る。医療機関および企
業の労務管理に関する講演・相談等を多数受託している。

山口　直人（やまぐち　なおひと）氏
公益財団法人労災保険情報センター

理事長／医学博士
昭和53年慶応義塾大学医学部を卒業後、同大学助手、産業医科
大学助教授、国立がんセンター研究所部長、東京女子医科大学
教授を経て現職。（公財）日本医療評価機構理事を務めたほか、
日本医師会医師の働き方検討委員会委員、厚生労働省労働政策
審議会安全衛生分科会委員、総務省生体電磁環境に関する検討
会委員を務めるなど、公益性の高い委員会等への参加も多数。
公衆衛生の専門家の立場から、医師の過重労働対策などについて
講演を行う。


